第１０号様式（第１７条関係）

　　年　　月　　日

　公益財団法人東京都中小企業振興公社理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者氏名　　
　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　
東京都外国実用新案出願費用助成事業活用状況報告書
　　　標記助成事業の助成対象年度から　　　年を経過しましたので、別紙の書類を添えて、次のとおり報告します。

記

　１　出願テーマ　　

　２　交付決定　　　　　　年　　月付　　　　第　　　号
　３　助成金確定額　　　　　　　　　　　　　円

　４　報告事項　　別紙のとおり

　（１）実用新案の登録状況
　（２）実用新案権の譲渡・実施権の設定・他社への供与の有無

　（３）当該実用新案を使用した製品等の日本国内及び海外での販売実績

　（４）その他

　５　添付書類
　（１）実用新案が取得された場合…実用新案登録証の写し

　（２）実用新案権の譲渡・実施権の設定・他社への供与がある場合…契約書の写し等
（別　紙）

（１）実用新案の登録状況
	出願国名
	出願日/出願番号
	現在の状況（審査中、拒絶理由通知の有無、登録査定等）
	登録日/登録番号

（登録された場合）

	日本
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（※）登録された場合は、登録証の写しを添付してください。前回までの報告時に、同様の書類を添付されたことがある方は、再度添付していただく必要はありません。

（２）実用新案権の譲渡・実施権の設定・他社への供与の有無（該当する箇所に○）

　　以下の該当する項目に○を付けてください。なお、本報告年度に他社への供与等を行った場合は、下記表に詳細を記載してください。

　　（　）本報告年度に当該実用新案権の供与等を行った（下記表に詳細を記載）。

　　（　）前回の報告時に当該実用新案権の供与等を行ったが、本報告年度は行っていない。

　　（　）供与等を行っていない。

【他社への供与等の状況（報告年度4月1日から3月末まで）】
	供与先等
	供与等の種類（通常実施権、専用実施権、クロスライセンス、譲渡等）
	供与等による

収入額（千円）

	国名
	企業名等
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（※）実用新案権の譲渡・実施権の設定・他社への供与がある場合は、契約書の写し等を添付してください。前回までの報告時に、同様の書類を添付されたことがある方は、再度添付していただく必要はありません。

（３）当該実用新案を使用した製品等の日本国内及び海外での販売実績

　　以下の該当する項目に○を付けてください。なお、本報告年度に販売実績が有る場合は、下記表に詳細を記載してください。

　　（　）本報告年度に販売実績が有る（下記表に詳細を記載）。

　　（　）前回の報告時に販売実績があったが、本報告年度は販売実績が無い。

　　（　）未だ販売実績は無い。

【販売実績（報告年度4月1日から3月末まで）】

	販売先
	販売額（千円）
	備考（販売国等）

	日本
	
	

	海外
	
	


（４）その他（特記すべきこと等あれば記載してください。）

	


直近２期の決算数値

下記に前期と前々期の決算数値を記載してください。
※百円単位を四捨五入して数値を記載してください。
※決算書の提出は必要ありません。
	
	前期
	前々期

	決算期
	　　年　　月期
	　　年　　月期

	売上高
	，０００円
	，０００円

	経常利益
	，０００円
	，０００円

	税引後
当期純利益
	，０００円
	，０００円


